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⑤・⑥ （略） 

（５） 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 

① （略） 

② 看護師等は、訪問看護計画書には、利用者の希望及び心身の状況、主治医の指示等を踏ま

えて、看護目標、具体的サービス内容等を記載する。なお、既に居宅サービス計画等が作成

されている場合には、当該計画に沿って訪問看護の計画を立案する。 

③・④ （略） 

⑤ 訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び心身の状況を踏まえて作成されなけ

ればならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、

看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たっては、その内容及び理学療法士、作業療法士若

しくは言語聴覚士による指定訪問看護については、その訪問が看護業務の一環としてのリハ

ビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるものである

こと等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該訪問看護計画書を利用

者に交付しなければならない。 

なお、交付した訪問看護計画書は、居宅基準第 73 条の２第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならない。 

⑥・⑦ （略） 

⑧ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看護を提供している利用者については、

訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供する

内容についても、一体的に含むものとし、看護職員（准看護師を除く。）と理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。 

⑨～⑪ （略） 

（６） （略） 

（７）  準用   

居宅基準第 74 条の規定により、居宅基準第８条、第９条、第 11条から第 13 条まで、第 15

条から第 19 条まで、21条、第 26条、第 30 条から第 34 条まで及び第 35条から第 38 条及び第

52 条までの規定は、指定訪問看護の事業について準用されるため、第３の一の３の（１）、（２）、

（４）から（９）まで、（11）、（14）、（20）から（22）まで及び（24）から（28）まで並

びに第３の二の３の（４）を参照されたい。この場合において、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 76 条） 

① 医師 

イ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。 

ロ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、病院又

④・⑤ （略） 

（５） 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 

① （略） 

② 看護師等は、訪問看護計画書には、利用者の希望、主治医の指示及び看護目標、具体的な

サービス内容等を記載する。なお、既に居宅サービス計画等が作成されている場合には、当

該計画に沿って訪問看護の計画を立案する。 

③・④  

⑤ 訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び心身の状況を踏まえて作成されなけ

ればならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、

看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意

を得なければならず、また、当該訪問看護計画書を利用者に交付しなければならない。 

なお、交付した訪問看護計画書は、居宅基準第 73 条の２第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならない。 

 

 

 

⑥・⑦ （略） 

（新設） 

 

 

 

⑧～⑩ （略） 

（６） （略） 

（７）  準用   

居宅基準第 74 条の規定により、居宅基準第８条、第９条、第 11条から第 13 条まで、第 15 条 

から第 19条まで、21条、第 26条、第 30 条から第 38 条及び第 52 条までの規定は、指定訪問看護

の事業について準用されるため、第３の一の３の（１）、（２）、（４）から（９）まで、（11）、

（14）及び（19）から（26）まで並びに第３の二の３の（４）を参照されたい。この場合におい

て、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 76 条） 

指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーション事業所ごとに、指定訪問

リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を適当数置かなけれ

ばならない。 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力がある

場合に限る。）と併設されているものについては、当該病院又は診療所の常勤医師との兼

務で差し支えないものであること。 

ハ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、当該介

護老人保健施設又は当該介護医療院に常勤医師として勤務している場合には、常勤の要件

として足るものであること。 

また、指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、

病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力

がある場合に限る。）と併設されている事業所において、指定訪問リハビリテーション事

業所の医師が、当該病院又は当該診療所の常勤医師と兼務している場合でも、常勤の要件

として足るものであること。 

② 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーション事業所ごとに、指定

訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を適当数置

かなければならない。 

２ 設備に関する基準 

（１） 居宅基準第 77条は、指定訪問リハビリテーション事業所については、 

① 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であること。 

②・③ （略） 

（２） 設備及び備品等については、当該病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院にお

ける診療用に備え付けられたものを使用することができるものである。 

３ 運営に関する基準 

（１） （略） 

（２） 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅基準第 79 条及び

第 80 条） 

①・② （略） 

③ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心身状態、リハビリテーショ

ンの内容やそれを提供する目的、具体的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、

療養上守るべき点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項について利用者及びその家族

に理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。 

 

 

 

④ （略） 

⑤ 指定訪問リハビリテーションを行った際には、速やかに、指定訪問リハビリテーションを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 設備に関する基準 

（１） 居宅基準第 77条は、指定訪問リハビリテーション事業所については、 

① 病院、診療所又は介護老人保健施設であること。 

②・③ （略） 

（２） 設備及び備品等については、当該病院、診療所又は介護老人保健施設における診療用に

備え付けられたものを使用することができるものである。 

３ 運営に関する基準 

（１）  （略） 

（２） 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅基準第 79 条及び

第 80 条） 

①・② （略） 

③ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心身状態、リハビリテーショ

ンの内容やそれを提供する目的、具体的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、

療養上守るべき点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項について利用者及びその家族

に理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。 

指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、別の医療機関の医師から情報提供を受

けて、指定訪問リハビリテーションを実施する場合は、当該情報提供を行った医療機関の医

師との間で十分な連携を図るものであること。 

④ （略） 

⑤ 指定訪問リハビリテーションを行った際には、速やかに、指定訪問リハビリテーションを

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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実施した要介護者等の氏名、実施日時、実施した指定訪問リハビリテーションの要点及び担

当者の氏名を記録すること。 

⑥ （略） 

（３） 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準第 81 条） 

① 訪問リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づ

き、利用者ごとに、利用者の心身の状態、生活環境を踏まえて作成することとしたものであ

る。利用者の希望、リハビリテーションの目標及び方針、健康状態、リハビリテーションの

実施上の留意点、リハビリテーション終了の目安・時期等を記載する。なお、既に居宅サー

ビス計画等が作成されている場合には、当該計画等に沿って訪問リハビリテーション計画を

立案すること。 

② 訪問リハビリテーション計画の作成にあたっては①が原則であるが、指定訪問リハビリテ

ーション事業所とは別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受けている患者であっ

て、例外として、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別の医療機関の医

師から情報の提供を受けて、当該情報をもとに訪問リハビリテーション計画を作成しても差

し支えないものとすること。 

③ （略） 

④ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこ

ととしたものである。 

なお、訪問リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当

該訪問リハビリテーション計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応

じて変更するものとすること。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等

への利用者の意向の反映の機会を保障するため、医師及び理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士は、当該計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なけ

ればならず、また、リハビリテーション計画書を利用者に交付しなければならない。 

 

なお、交付したリハビリテーション計画書は、居宅基準第 82 条の２第２項の規定に基づき、

２年間保存しなければならない。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーション事業者の指定を併せ

て受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、指定訪問リハビリテーション及

び指定通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容

について整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、居宅基準

第 115 条第１項から第４項の基準を満たすことによって、居宅基準第 81条第１項から第４項

の基準を満たしているとみなすことができることとしたものであること。 

実施した要介護者等の氏名、実施日時、実施した訪問リハビリテーションの要点及び担当者

の氏名を記録すること。 

⑥ （略） 

（３） 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準第 81 条） 

① 訪問リハビリテーション計画は、利用者ごとに、利用者の心身の状態、生活環境を踏まえ

て作成することとしたものである。利用者の希望、主治医の指示及び目標、具体的なリハビ

リテーション内容等を記載する。なお、既に居宅サービス計画等が作成されている場合には、

当該計画に沿って訪問リハビリテーション計画を立案する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

② （略） 

③ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければならないこ

ととしたものである。 

なお、訪問リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当

該訪問リハビリテーション計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応

じて変更するものとする。 

④ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等

への利用者の意向の反映の機会を保障するため、医師及び理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士は、訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利

用者の同意を得なければならず、また、当該訪問リハビリテーション計画を利用者に交付し

なければならない。 

なお、交付した訪問リハビリテーション計画は、居宅基準第 82 条の２第２項の規定に基づ

き、２年間保存しなければならない。 

⑤ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーション事業者の指定を併せ

て受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について

整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、通所リハビリテー

ションの基準省令第 115 条第１項から第４項の基準を満たすことによって、訪問リハビリテ

ーションの基準省令第81条第１項から第４項の基準を満たしているとみなすことができるこ

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、共通目標を設定する

こと。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、利用者に対して一連の

サービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な

提供内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑦ 指定訪問リハビリテーション及び指定通所リハビリテーションにおいて整合性のとれた計

画に従いリハビリテーションを実施した場合には、居宅基準第 80条第４項に規定する診療記

録を一括して管理しても差し支えないものであること。 

⑧ （略） 

（４） （略） 

（５）準用 

居宅基準第 83 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第 15条から第 19 条ま

で、第 21条、第 26 条、第 30 条から第 33 条まで、第 35 条から第 38 条まで、第 52条、第 64

条及び第 65 条の規定は、指定訪問リハビリテーションの事業について準用されるものである

ため、第３の一の３の(１)から(９)まで、(11)、(14)、（20）から（22）まで及び（24）か

ら（28）まで、第３の二の３の(４)並びに第３の三の３の(２)を参照されたいこと。この場

合において、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

五 居宅療養管理指導 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 85 条） 

指定居宅療養管理指導事業所ごとに置くべき居宅療養管理指導従業者の員数は、次に掲げる指

定居宅療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、次に定めるとおりとしたものである。 

（１）・（２）  （略） 

（削除） 

 

 

 

 

２ 設備に関する基準 

（１） 居宅基準第 86条は、指定居宅療養管理指導事業所については、 

① 病院、診療所又は薬局であること。 

②・③ （略） 

（２）  （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）  （略） 

ととしたものであること。 

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、共通目標を設定する

こと。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、利用者に対して一連の

サービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な

提供内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよう留意すること。 

⑥ 訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションにおいて整合性のとれた計画に従い

リハビリテーションを実施した場合には、基準省令第 80 条第４項に規定する診療記録を一括

して管理しても差し支えないものであること。 

⑦ （略） 

（４） （略） 

(５) 準用 

居宅基準第 83 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第 15条から第 19 条まで、

第 21 条、第 26条、第 30 条から第 33 条まで、第 35 条から第 38 条まで、第 52 条、第 64 条及

び第 65 条の規定は、指定訪問リハビリテーションの事業について準用されるものであるため、

第３の一の３の(１)から(９)まで、(11)、(14)及び(19)から(26)まで、第３の二の３の(４)並

びに第３の三の３の(２)を参照されたいこと。この場合において、次の点に留意するものとす

る。 

①・② （略） 

五 居宅療養管理指導 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 85 条） 

指定居宅療養管理指導事業所ごとに置くべき居宅療養管理指導従業者の員数は、次に掲げる指

定居宅療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、次に定めるとおりとしたものである。 

（１）・（２）  （略） 

（３） 指定訪問看護ステーション等（指定訪問看護ステーション及び指定介護予防訪問看護ス

テーション（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防の効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省告示第 35号）

第 63 条第１項にいう指定介護予防訪問看護ステーションをいう。）をいう。以下この項におい

て同じ。）である指定居宅療養管理指導事業所 看護職員 

２ 設備に関する基準 

（１） 居宅基準第 86条は、指定居宅療養管理指導事業所については、 

① 病院、診療所、薬局又は指定訪問看護ステーション等であること。 

②・③ （略） 

（２）  （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）  （略） 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 


